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１ 労働力状態 
 ― 労働力人口は４０万２千人、労働力率は５９．３％ ―  
   平成 17 年 10 月１日現在の 15 歳以上人口６９３，７４２人のうち、就業者は３７

０，３９５人、完全失業者は３１，８３７人、この両者を合せた労働力人口は４０２，

２３２人となり、前回調査の平成 12 年に比べ１３，６６４人、３．３％減少してい

る。一方、経済活動に従事していない非労働力人口は２７６，０８５人となり、平成

12 年に比べ１，３４１人、０．５％増加している。 
  1５歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く。）に占める労働力人口の割合（労働力

率）は５９．３％で、平成 12 年に比べ０．９ポイント低下している。また、男性の

労働力率は７０．４％、女性の労働力率は４９．８％で、平成 12 年に比べ男性は１．

３ポイント、女性は０．６ポイントそれぞれ低下している。 
  また、労働力人口に占める完全失業者の割合（完全失業率）は７．９％で、平成 12
年に比べ２．６ポイント上昇している。 

                                              

表１　労働力状態（３区分）

非労働力 非労働 完  全

総　数 就業者 完全失業者 人　　口 力  率 失業率

 昭和25年 601,165 425,469 417,365 8,104 175,696 70.8 29.2 1.9

     30 598,959 428,765 420,676 8,089 170,194 71.6 28.4 1.9

     35 601,422 423,903 420,169 3,734 177,519 70.5 29.5 0.9

     40 612,425 410,182 399,510 10,672 202,243 67.0 33.0 2.6

     45 614,867 424,350 413,429 10,921 190,517 69.0 31.0 2.6

     50 634,881 415,904 399,550 16,354 218,977 65.5 34.5 3.9

     55 655,671 431,857 414,404 17,453 223,814 65.9 34.1 4.0

     60 668,249 427,768 403,909 23,859 240,481 64.0 36.0 5.6

 平成 2年　 676,120 421,527 401,535 19,992 254,593 62.3 37.7 4.7

      7 688,937 432,453 409,277 23,176 256,484 62.8 37.2 5.4

     12 690,640 415,896 393,820 22,076 274,744 60.2 39.8 5.3

     17 678,317 402,232 370,395 31,837 276,085 59.3 40.7 7.9

 総数(15歳以上人口）は労働力状態「不詳」を除く。

総　　数
（15歳以
上人口）

労　働　力　人　口
年　次 労働力率

図１　男女別労働力率の推移
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就業者数は３７０，３９５人で、平成 12 年に比べ２３，４２５人、５．９％減少

している。男女別にみると、男性は１９８，９３２人、女性は１７１，４６３人で、

平成 12 年に比べ男性は７．５％、女性は４．１％減少している。 

                                           
２ 産業別就業者数          
 ― 第１次産業１２.７％、第２次産業１９.２％、第３次産業６６.９％ ―  
  平成 17 年の 15 歳以上就業者３７０，３９５人を産業３部門別にみると、第１次産

業は４７，１９８人で就業者総数に占める割合は１２．７％、第２次産業は７１，１

４４人で１９．２％、第３次産業は２４７，６４８人で６６．９％になっている。 
  産業大分類別に見ると、「卸売・小売業」が６７，７３８人（就業者数の１８．３％） 

と最も多く、次いで「医療・福祉」が４６，８２２人(同１２．６％)、「サービス業（他

に分類されないもの）」が４１，９８６人(同１１．３％)、「農業」が３９，７６６人

（同１０．７％）、「建設業」が３８，０７３人（同１０．３％）などとなっている。 
 

表２　年齢別・男女別就業者数

人数(人） 割合（％） 人数(人） 割合（％） 人数(人） 割合（％）

総  数 370,395 198,932 171,463

15～19 4,308 1.2 2,153 1.1 2,155 1.3

20～24 21,962 5.9 11,019 5.5 10,943 6.4

25～29 32,319 8.7 17,308 8.7 15,011 8.8

30～34 38,579 10.4 21,150 10.6 17,429 10.2

35～39 33,252 9.0 17,836 9.0 15,416 9.0

40～44 36,111 9.7 18,947 9.5 17,164 10.0

45～49 38,980 10.5 20,428 10.3 18,552 10.8

50～54 43,803 11.8 23,460 11.8 20,343 11.9

55～59 48,370 13.1 26,512 13.3 21,858 12.7

60～64 27,858 7.5 15,320 7.7 12,538 7.3

65歳以上 44,853 12.1 24,799 12.5 20,054 11.7

男 女総　数

図２　産業（３部門）別就業者の割合の推移
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３ 従業上の地位 
 ― 雇用者２６万３千人 ― 
  平成 17 年の就業者を従業上の地位別に見ると、雇用者は２６３，２２４人で就業

者総数の７１．１％を占め、自営業主は５９，９２４人で１６．２％、家族従業者は

３１，６３７人で８．５％、役員は１５，５８０人で４．２％となっている。 
  平成１２年からの５年間に雇用者は０．５ポイント、自営業主は０．１ポイント上

昇したのに対し、役員は０．４ポイント、家族従業者は０．２ポイント低下した。 

  

総　数 男 女 総　数 男 女

370,395 198,932 171,463 100.0 100.0 100.0

A  農業 39,766 20,815 18,951 10.7 10.5 11.1
B  林業 2,239 1,891 348 0.6 1.0 0.2
C  漁業 5,193 4,569 624 1.4 2.3 0.4

D  鉱業 575 492 83 0.2 0.2 0.0
E  建設業 38,073 32,887 5,186 10.3 16.5 3.0
F  製造業 32,496 20,100 12,396 8.8 10.1 7.2

G  電気 ･ガス･熱供給･水道業 1,395 1,218 177 0.4 0.6 0.1
H  情報通信業 4,017 2,783 1,234 1.1 1.4 0.7
I  運輸業 13,567 11,723 1,844 3.7 5.9 1.1
J  小売・卸売業 67,738 31,897 35,841 18.3 16.0 20.9
K  金融・保険業 8,415 3,841 4,574 2.3 1.9 2.7
L  不動産業 2,752 1,579 1,173 0.7 0.8 0.7
M  飲食店，宿泊業 19,886 6,697 13,189 5.4 3.4 7.7
N  医療，福祉 46,822 9,797 37,025 12.6 4.9 21.6
O  教育，学習支援業 17,991 7,445 10,546 4.9 3.7 6.2
P  複合サービス事業 7,551 4,864 2,687 2.0 2.4 1.6
Q  サービス業 41,986 23,246 18,740 11.3 11.7 10.9
　（他に分類されないもの）

R  公務 15,528 10,641 4,887 4.2 5.3 2.9
　（他に分類されないもの）

S  分類不能の産業 4,405 2,447 1,958 1.2 1.2 1.1

（再  掲）
　第１次産業  (A～ C) 47,198 27,275 19,923 12.7 13.7 11.6
　第２次産業  (D～ F) 71,144 53,479 17,665 19.2 26.9 10.3
　第３次産業  (G～ R) 247,648 115,731 131,917 66.9 58.2 76.9

総　　　数

表３　産業（大分類）別就業者数　

就業者数(人） 産業別割合（％）
産業（大分類）

表４　従業上の地位

総数 雇用者 役員 雇人のあ 雇人のな

る 業 主 い 業 主

昭和60年 403,909 250,159 12,687 16,995 77,132 52,904

平成 2年 401,535 260,482 15,308 16,789 62,767 46,165

平成 7年 409,277 276,975 17,784 15,690 57,511 41,291

平成12年 393,820 277,924 18,123 15,824 47,473 34,459

平成17年 370,395 263,224 15,580 14,528 45,396 31,637

 総数には従業上の地位不詳を含む。

 雇人のない業主には家庭内職者を含む。

自営業主
家　族
従業者
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４ 就業時間 
 ― 平均週間就業時間は、男性が４５．８時間、女性が３８．５時間 ― 
  就業者の平均週間就業時間は４１．０時間で、男女別にみると、男性は４４．５時

間、女性は３６．９時間となっている。 
  従業上の地位別にみると、雇用者のうち常雇と臨時雇は、それぞれ４２．９時間、

３０．０時間、役員は４３．５時間、雇人のある業主は４７．８時間、雇人のない業

主は４０．４時間、家族従業者は４０．３時間、家庭内職者は２６．１時間となって

いる。 
       
    表５ 従業上の地位、男女別平均週間就業時間           
                               （時間） 

従業上の地位 総  数 男 女 

総  数    41.0       44.5       36.9 

 雇 用 者       40.7       44.7       36.4 

  常 雇       42.9    46.0       39.0 

  臨時雇       30.0       34.0       28.2 

 役 員       43.5       45.5       38.6 

 雇人のある業主       47.8       48.7       44.1 

 雇人のない業者       40.4       42.2 34.7 

 家族従業者       40.3       43.5 39.4 

 家庭内職者       26.1       26.5       26.0 

    総数には従業上の地位不詳を含む。 

図３　従業上の地位別就業者の割合の推移
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図３　従業上の地位別就業者の割合の推移
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